
マ ー ケ ッ ト の 底 流 を 読 む 

技術覇権巡る『デジタル冷戦』幕開け 

システム思考苦手な中国、制裁関税は「交渉戦術」 

 
モノマネや活用は巧いが創造が不得意で特にシス

テム思考が苦手で借用や盗用に走りやすい中国企業

の海外 M＆A は 18 年 1-3 月に約 257 億ドル（約 2.8

兆円）と直近ピーク 16 年 1-3 月（約 854 億ドル）比

で約 7 割減少、トランプ政権によるデジタル覇権を

巡る米中「ハイテク戦争」と軌を一にして投資の領

域で技術覇権を巡る「デジタル冷戦」が幕を開けつ

つある。 

 

関税賦課は飽くまでトランプ「交渉戦術」 
 

「トランプ政権による中国への関税賦課の脅しは

飽くまで『交渉戦術』として意味を成すもので壊滅

的な『貿易戦争』を引き起こすものでない」（米金融

大手ゴールドマンサックスのブランクファイン

CEO）。 

 追加関税賦課はトランプ流 deal by deal、飽くま

で「交渉戦術」であり、米中貿易摩擦が「貿易戦争」

へと深化し、経済崩壊を引き起こす事態には至らな

いというのだ。 

 事実、対中強硬派で知られるナバロ大統領補佐官

は 19 日、中国への制裁関税発動の理由として、「5

月以降に重ねた貿易協議に何の進展もなかったこ

と」を挙げた。米国は年 2000 億ドル（約 22 兆円）

の対中貿易赤字の削減を求めたが中国が拒んだとい

う。 

 米国の要求を飲まなかった中国に対し、「トランプ

大統領の強い決意を過小評価したのかもしれない」

とナバロ補佐官。そして、改めて「中国が米国の知

的財産侵害等を続け政策を改めようとしない」と批

判した。 

 つまり、「口だけ」で交渉を通じた問題解決に消極

的な中国だけに、脅し透かしのトランプ流「交渉戦

術」が必要不可欠だというのだ。トランプ政権は 15

日、500 億ドル相当の中国製品に 25％の関税賦課を

決定、中国の報復関税の公表を受け 18 日に 2000 億

ドルの追加制裁の検討を表明した。 

元 USTR 高官の在 NY 金融筋は、「米政権の対中強硬

姿勢が米中貿易戦争の様相を呈するのは、中国のハ

イテク技術の借用・盗用への贖罪感の欠落への怒り

心頭にある」と打ち明ける。 

 実際、中国のハイテク企業は独自開発に長い時間

と費用を要するため、1）米ハイテク企業買収、2）

情報システム機器・部品の不法入手、3）産業スパイ

による情報収集―等あらゆる手段を講じて米国 IT

（情報技術）デジタル情報やハイテク技術を得てき

た経緯がある。 

特に、中国企業が強化してきたのは、技術移転を

前提とした半導体や通信システム等の米ハイテク企

業買収であり、産業スパイによる高度技術の不法入

手である。そうやってハイテク産業を発展させてき

たというのだ。 

むろん、米国当局は再三再四、かかる中国の高度

技術に関する産業スパイ活動に警告を発してきたが、

前オバマ政権下では活動が弱まることはなかった。

それがようやくトランプ政権になってシリコンバレ

ー等テクノロジー業界の危機感がホワイトハウスと

共有され、強硬かつ対抗策が採られるようになった。 

今年1月下旬には米ハイテク企業から電子関連IC

の設計に関わる高度技術を不法に入手、中国の大企

業に提供していた 2 人の中国人産業スパイが逮捕さ

れた。 

「盗人猛々しい」とはまさに中国人を評する言葉

なのであろう。しかしながら何故、産業スパイやハ

ッキングまでして中国は、米国から高度技術を盗も

うとするのか。そこには中国人の気質や能力、倫理

感や社会・商慣行など国民性が大きく影響している

ようだ。 

 在 NY 金融筋によれば、中国では膨大な予算を投じ

ても先進的なハイテク製品の開発が遅々として進ま

ないといい、そうした背景には以下のような要因が

指摘される。 

1）中国人はモノマネや活用は巧いが創造が不得意 

2）特にシステム思考が苦手で借用や盗用に走りやす

い 

3）ハイテク分野の人材不足 

4）ハイテク開発分野でも腐敗が横行 

 しかも、中国人のモノマネや盗用への贖罪感の希

薄さに驚かされるのは筆者だけではない。知財侵害

はハイテク技術等ハードからアニメなどソフトに至

るあらゆる意匠権や知的所有権の侵害トラブルの多

くが中国発であることは言を待たない。その証拠に

2017 年に半導体売上高で世界首位の韓国サムスン

電子が恐れるのが、米ハイテク企業買収によって技

術移転された中国「赤い半導体」の快進撃である。 

 

「デジタル冷戦」中国の海外 M&A 減少 
 

 「日米欧の工業化による第 1 波グローバリゼーシ

ョンによる『大いなる分岐』は先進国が勝者であっ

たが、1990 年頃からの第 2波グローバル化『大いな

る収斂』の勝者は中国であり、米国が敗者といわれ

る」（リチャード・ボールドウィン著『世界経済 大

いなる収斂』日経新聞）－。 

1980 年代から始まった ICT（情報通信技術）革命

による国際的「協働」が中国など新興国の先進国を
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上回る高成長、そして所得格差の劇的縮小に寄与し

た。 

だが、生産・技術のグローバル化の恩恵を最大に

享受した中国が同時に採った行動が産業スパイや米

ハイテク企業買収、技術移転の強要であり、それが

「赤い資本主義」と合体して巨大化した。 

 むろん、先端技術を持つ企業買収は国家間の覇権

抗争に影響を与えかねず、すでに米国は中国 M＆A

阻止の動きや審査の厳格化、欧州は統一規制検討、

先端技術の流出懸念等に日米欧は政府関与を強めて

いる。 

 結果、投資の領域で技術覇権を巡る「デジタル冷

戦」が幕を開けつつある。中国企業の海外 M＆A は

2018 年 1-3 月に約 257 億ドル（約 2.8 兆円）と、直

近ピークの 16 年 1-3 月（約 854 億ドル）比で約 7

割減少した。地域別では米国、欧州ともに 8-9 割落

ち込んだ。4 月は欧米合わせて約 2 億ドルまで縮小

し、中国勢による M＆A が事実上、機能停止に追い込

まれている。 

特に、業種別では技術流出に繋がりやすいハイテ

ク企業の買収が急減している。中国による欧米ハイ

テク企業の M＆A は 18 年 4-5 月に 7 件とピーク 16

年 4-6 月（21 件）比で 7割もの減少である。 

米国は安全保障の観点から海外企業の M＆A を審

査する組織「対米外国投資委員会」（CFIS）が壁とな

り、最近では中国電子商取引大手アリババ集団の金

融会社による米国際送金大手マネーグラムの買収を

却下した。マネーグラムは取扱店の多くが米軍基地

の近くにあり、軍関係者の送金データを握っている

と指摘される。 

 中国は「中国製造 2025」という産業振興策を推進

し、技術面で覇権の機をうかがう。中国企業による

対米 M＆A を放置すれば、米国 AI（人工知能）やス

マートロボットなど先端技術が軍事目的に応用され

かねない。すでに米 USTR（通商代表部）ライトハイ

ザー代表は「中国の投資規制」に言及しており米政

府はさらに締め付けを強化する構えでいる。 

 問題の根底には中国市場の閉鎖性があり、外資系

企業の進出制限や先端技術移転の強要など「公正さ

を欠く」との不満を米欧諸国は募らせている。 

一方、「盗人猛々しい」中国の知財侵害は欧米だけ

でなく日本でも甚大な被害が及んでいる。特許庁が

実施した「2016 年度模倣被害実態調査」 によれば、

「製造国(地域)」、「経由国(地域)」、「販 売提供国(地

域)」別に分けた国・地域別被害状況について、2015

年度に模倣被害を受けたと回答した我が国企業 434

社のうち、製造国が中国（香港を含む）との回答企

業数は 234 社、経由国が中国であるとの回答企業数

は 35 社、販売国が中国であるとの回答企業数は 216

社と断トツだった。 

同調査結果をもとに 2015 年度における我が国の

産業財産権を保有する我が国企業全体(約 17 万社) 

の「製造国」、「経由国」、「販売提供国」別の模倣被

害状況（全体推計値）をみても、いずれも中国が最

多であった。 

OECD 調査によれば、国内に流通する被害とインタ

ーネット上の被害を除く模倣品・海賊版の貿易被害

額が 2013 年に、年約 4600 億ドル（約 46 兆円）に上

ったと試算、「その大部分が中国発の模倣品・海賊版

被害」（OECD）と結論付けた。中国は自国の経済発展

が世界経済のグローバル化の進展もさることながら

模倣品や海賊版の重商主義的「世界拡散」という由々

しき事態を認め、通商交渉で改革へと譲歩する必要

があろう。 
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